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出題内容 問題数 配点 理想 時間配分

明確な区分なし 10問 25点 20点 15分

明確な区分なし 10問 25点 20点 15分

明確な区分なし 10問 25点 20点 15分

明確な区分なし 10問 25点 20点 15分

合計 40問 100点 80点 60分

　近大政治経済の特徴と対策(概要)

　全体像の把握が合否の鍵を握る。

全体像

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ 

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

配点の割合

25点

30点

16点

26点

近大政治経済の学習優先度 トップ３

用語の理解 

共通テスト型の正誤問題 

年号の暗記 

Ⅳ 

Ⅳ 

25点

25点

25点



 
 

オススメ参考書

蔭山克秀の 政治・経済が面白いほどわかる本 オススメ 
1

[目標習得期間] 2～3ヶ月で1周 
[学習のポイント] 
①事項・用語の理解を意識する。 
②用語の定義が説明できるように 
復習する。 
③理解できない用語は用語集で 
調べる。 

政治経済問題集（山川出版社） オススメ 
2

マーク式基礎問題集政治経済 オススメ 
3

[目標習得期間] 1～2ヶ月で1周 
[学習のポイント] 
①蔭山にあわせてアウトプットする。 
②間違った範囲は蔭山に戻る。 
③知らなかった用語は蔭山に一元化 
する。 

[目標習得期間] 1～2か月 
[学習のポイント] 
①蔭山にあわせてアウトプットする。 
②間違った範囲は蔭山に戻る。 
③知らなかった用語は蔭山に一元化 
する。 



2023年度 近畿大学 政治経済 １月 28日実施分 重要関連知識の補足解説 

 

Ⅰ 

 

 

●フランクリン＝ローズヴェルト 「４つの自由」 

◇「言論・表現の自由」 

◇「恐怖からの自由」 

◇「信仰の自由」 

◇「欠乏からの自由」 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

●日本が未批准のおもな条約 

 ◇ジェノサイド条約……集団殺害を国連が防止しようという試みだが、締約国は集団殺害をおこなった国に対 

して軍事的な介入をする義務を負うため、憲法９条の兼ね合いで難しい。 

 

 ◇B規約第１選択議定書……各規約の権利を侵害された個人による国連の人権委員会への救済申し立てを認め 

る制度だが、人権委員会による注意喚起が、日本の司法権の独立を侵害するのでは 

ないかとの懸念がある。 

 

 ◇B 規約第２選択議定書（死刑廃止条約）……世論の動向から、日本では死刑を直ちに廃止することはできな 

いとされている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

●各国の核保有年 

アメリカ（1945）、ソ連（1949）、イギリス（1952）、フランス（1960）、中国（1964）、インド（1974） 

パキスタン（1998）、北朝鮮（2006） 

 

※このほか、イスラエルは「事実上の核保有国」といわれる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



Ⅱ 

 

 

●内部留保とは？ 

◇内部留保＝利益－（税金＋配当金＋役員賞与） 

◇自己資本……株式発行や、内部留保（社内留保）などの形で自らが用意した資本 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

●アメリカ大統領 

◇アイゼンハワー（任 1953～61）……朝鮮戦争（1950～53）の休戦や、ジュネーヴ４巨頭会談への参加（1955） 

◇ケネディ（任 1961～63）……キューバ危機（1962）でソ連との武力衝突を回避 

部分的核実験禁止条約（PTBT）（1963）締結 

◇ニクソン（任 1969～74）……金＝ドル兌換停止（1971）、訪中（1972）、ベトナムから撤退（1973） 

◇レーガン（任 1981～89）……戦略防衛構想（SDI）の発表、中距離核戦力（INF）全廃条約締結（1987） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

●クーリング・オフ制度 

 ④の「リコール」は「クーリング・オフ制度」になれば正解の選択肢となる。 

 ◇訪問販売は８日以内、マルチ商法などは 20 日以内に契約解除を書面で申し出れば、違約金なしで解除可能 

 ◇店舗や営業所で契約した場合クーリング・オフできない 

 

 ※消費者問題、消費者保護などについては関連事項（「ＰＬ法」、「消費生活センター」、「消費者契約法」など） 

の復習をしっかりしてほしい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



Ⅲ 

 

 

●国民所得倍増計画 

国民所得倍増計画とは、1960 年に池田勇人（任 1960～64）首相が発表したもの。年平均 10％の実質経済成長 

率を実現し、先進国の仲間入りを果たした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

●細川護熙（任 1993.８～94.４） 

細川護熙は、日本新党結成の中心人物。1993 年に細川が非自民連立政権の首相に就き、55 年体制を終わらせ

た。正解の②宮沢のほかにも、③の細川や、④の村山についてもチェックしてほしい。 

なお、55 年体制とは、1955 年に左右両派の社会党が統一されたことに対して危機感を抱いた保守派の日本民

主党と自由党が合同して自由民主党が結成されてできた二大政党制のこと。 



解答一覧

問題番号
解答 
番号

正解 問題番号
解答 
番号

正解

Ⅰ

1 3

Ⅱ

16 2
2 1 17 2
3 2 18 3
4 4 19 2
5 2 20 3
6 3 21 3
7 5 22 4
8 3 23 3
9 1 24 3
10 3 25 3
11 2 26 1
12 2 27 4
13 4 28 2
14 4 29 4
15 2 30 3

Ⅲ

31 2
32 4
33 2
34 2
35 1
36 4
37 1
38 4
39 5
40 2



無料受験相談
申込受付中

北千里校
堺東校
枚方校
天王寺校
大阪梅田校

上本町校
高槻校
豊中校
茨木校

大阪府
西宮北口校
神戸三宮校
姫路校

兵庫県 京都府
四条烏丸校 

滋賀県
草津校

オンラインコース

名古屋駅前校
豊田校

兵庫県

校舎一覧

近大行くなら


